
１１１１　　　　総括総括総括総括（（（（１１１１））））人件費人件費人件費人件費のののの状況状況状況状況（（（（普通会計決算普通会計決算普通会計決算普通会計決算））））
（（（（２２２２））））職員給与費職員給与費職員給与費職員給与費のののの状況状況状況状況（（（（普通会計決算普通会計決算普通会計決算普通会計決算））））

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。      ２　職員数は、平成２７年４月１日現在の人数である。（（（（３３３３））））ラスパイレスラスパイレスラスパイレスラスパイレス指数指数指数指数のののの状況状況状況状況

（注）１　ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数である。　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。 　　　　　　３　「参考値」は、国家公務員の時限的な（２年間）給与改定特例法による措置がないとした場合の値である。　　　４　平成２８年４月１日現在の数値は集計中のため、平成２７年４月１日時点の数値を掲載しております。（4）（4）（4）（4）給与制度給与制度給与制度給与制度のののの総合的見直総合的見直総合的見直総合的見直しのしのしのしの実施状況実施状況実施状況実施状況

6,818

給料表の改定実施時期：平成２７年４月１日内容：給料表について、国の見直し内容を踏まえ、平均２％引下げ。激変緩和のため、３年間（平成３０年３月３１日まで）の経過措置（現給保障）を実施。

（参考）和歌山県平均一人当たり給与費千円
（参考）26年度の人件費率％14％742,38031,622,354人　

職員数
紀紀紀紀のののの川市川市川市川市のののの給与給与給与給与・・・・定員管理等定員管理等定員管理等定員管理等についてについてについてについて人 件 費 率Ｂ／Ａ区　　分 住民基本台帳人口　　　　　（27年度末） 14.627年度 4,604,618実 質 収 支 　　　　　　Ｂ

一人当たり
人 件 費　　　　　　　千円

区　　分
　　　　　　Ａ 　　　　　千円歳 出 額 　　　　　千円65,008

期末・勤勉手当千円 　　　　　千円給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費職員手当給　 料 　　計　　Ｂ千円　　　　　　Ａ 給与費 B/A27年度 318,734 6,176人 千円2,032,199 3,131,370507 780,437 千円
H24.4.1105.9 H24.4.197.9 H24.4.198.8

H25.4.1106.4 
H25.4.197.8 H25.4.198.5H26.4.199 H26.4.197.9 H26.4.198.6H27.4.199.1 H27.4.197.6 H27.4.198.1

90.095.0100.0105.0110.0

紀の川市 類似団体平均 全国市平均
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２２２２　　　　一般行政職給料表一般行政職給料表一般行政職給料表一般行政職給料表のののの状況状況状況状況（（（（平成平成平成平成２８２８２８２８年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在）））） （単位：円）
３３３３　　　　職員職員職員職員のののの平均給与月額平均給与月額平均給与月額平均給与月額、、、、初任給等初任給等初任給等初任給等のののの状況状況状況状況 (1) 職員(1) 職員(1) 職員(1) 職員のののの平均年齢平均年齢平均年齢平均年齢、、、、平均給料月額及平均給料月額及平均給料月額及平均給料月額及びびびび平均給与月額平均給与月額平均給与月額平均給与月額のののの状況状況状況状況（（（（２８２８２８２８年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））　　　　①一般行政職 歳 円 円歳 円 円②技能労務職　　　　 歳 人 円 円歳 人 円 円（2) （2) （2) （2) 職員職員職員職員のののの初任給初任給初任給初任給のののの状況状況状況状況（（（（２８２８２８２８年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））円 円 円円 円 円円 円 －円 - －　（3) （3) （3) （3) 職員職員職員職員のののの経験年数別経験年数別経験年数別経験年数別・・・・学歴別平均給料月額学歴別平均給料月額学歴別平均給料月額学歴別平均給料月額のののの状況状況状況状況（（（（２８２８２８２８年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））円 円 円円 円 円円 円 円円 円 円４４４４　　　　一般行政職一般行政職一般行政職一般行政職のののの級別職員数等級別職員数等級別職員数等級別職員数等のののの状況状況状況状況（1) （1) （1) （1) 一般行政職一般行政職一般行政職一般行政職のののの級別職員数級別職員数級別職員数級別職員数のののの状況状況状況状況（（（（２８２８２８２８年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

（注）１　紀の川市職員の給与に関する条例に基づく給料表の級区分による職員数である。      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

348,800
400,297

361,205

379,800
31 331,016

333,35950.355.6
337,772

最高号給の給料月額
和歌山県 43.7

71

361,300317,000
平均給与月額

443,700286,200 409,000 ７級６級

21１　　級 5.7
４　　級

　　　　　　　　人
343,450

　　　　　　　　％
9.3構成比

２　　級 主事

176,700

　　　　　　　　人

126,900

係長３　　級

※※※※　　　　一般行政職経験年数10年一般行政職経験年数10年一般行政職経験年数10年一般行政職経験年数10年、、、、技能労務職技能労務職技能労務職技能労務職についてはについてはについてはについては、、、、対象者対象者対象者対象者がががが少数少数少数少数のためのためのためのため記載記載記載記載なしなしなしなし
高　校　卒

経験年数１５年320,442

５級391,800246,100

紀の川市 183,300

　　　　　　　　人
職員数－

課長補佐
34

－

121
　　　　　　　　％

　　　　　　　　人

和歌山県 144,600
346,357

29
－－

　　　　　　　　人 　　　　　　　　％
　　　　　　　　％

181,200146,700
359,111

75

経験年数２０年

33.115.6
－

20.5

140,100

7.929

平均給与月額区分
259,900３級303,000126,900１号給の給料月額

43.5
226,400190,200

平均給料月額平 均 年 齢
２級１級 ４級

平均給料月額職員数和歌山県 平均年齢区　　分紀の川市

　　　　　　　　％

345,697412,524
144,600

課長 7.9

区　　　　　分紀の川市

大　学　卒
区　　分

中　学　卒

標準的な職務内容

144,600
区　　　　分一般行政職

　　　　　　　　％

高　校　卒

主事
　　　　　　　　人

高　校　卒 経験年数１０年

57
－

　　　　　　　　％

国技能労務職 大　学　卒
高　校　卒 －

367,635

－
一般行政職

　　　　　　　　人

理事、部長、次長５　　級７　　級 主幹６　　級
中　学　卒技能労務職
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（2) （2) （2) （2) 昇給昇給昇給昇給へのへのへのへの勤務成績勤務成績勤務成績勤務成績のののの反映状況反映状況反映状況反映状況
５５５５　　　　職員職員職員職員のののの手当手当手当手当のののの状況状況状況状況（1) （1) （1) （1) 期末手当期末手当期末手当期末手当・・・・勤勉手当勤勉手当勤勉手当勤勉手当 千円 千円（２７年度支給割合） （２７年度支給割合） （２７年度支給割合）期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 月分  月分  月分  月分  月分  月分（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分　（ ）月分（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。【【【【参考参考参考参考】 】 】 】 勤勉手当勤勉手当勤勉手当勤勉手当へのへのへのへの勤務成績勤務成績勤務成績勤務成績のののの反映状況反映状況反映状況反映状況（（（（一般行政職一般行政職一般行政職一般行政職））））
（2) （2) （2) （2) 退職手当退職手当退職手当退職手当（（（（２８２８２８２８年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分その他の加算措置 その他の加算措置（退職時特別昇給　　　　　　　　　　　　　　　　　　）無１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、２７年度に退職した職員に支給された平均額である。49.59000 定年前早期退職特例　２％～４５％加算月分34.5825049.5900049.59000 月分29.1450041.3250049.59000

役職加算　５～２０％管理職加算　１０～２５％
国 1.60１人当たり平均支給額（２７年度）和　　歌　　山　　県

1.451.60 0.75管理職加算　１０～２０％

平成２８年４月１日から人事評価制度を実施しています。昇給への反映は、平成２９年１月１日の昇給に反映する予定です。

月分25.55625 国紀　　　の　　　川　　　市

0.751,616

1,518 34.58250 20.4450041.32500

1.45役職加算　５～１５％ 役職加算　５～２０％1.60紀　　の　　川　　市

29.14500

0.75

20.44500

1.452.6 2.6

23,096

―

月分25.55625

2.6
　平成２８年６月の勤勉手当については、勤務成績による成績率への反映は未実施。平成２８年４月１日から人事評価制度を実施しており、平成２８年１２月の勤勉手当から勤務成績へ反映予定。

1,570

49.5900049.59000定年前早期退職特例　２％～４５％加算

１人当たり平均支給額（２７年度）

１級, 7.9% １級, 6.3% １級, 3.7%２級, 5.7% ２級, 5.2% ２級, 10.2%３級, 20.5% ３級, 25.5% ３級, 29.3%４級, 33.1% ４級, 29.1% ４級, 19.4%５級, 15.6% ５級, 14.7% ５級, 17.3%６級, 7.9% ６級, 9.2% ６級, 10.9%７級, 9.3% ７級, 10.0% ７級, 9.2%

0%10%20%30%
40%50%60%70%
80%90%100%

平成２８年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比
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 (3) 地域手当(3) 地域手当(3) 地域手当(3) 地域手当（（（（２８２８２８２８年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在）））） 千円千円％ 人 ％ (4) 特殊勤務手当(4) 特殊勤務手当(4) 特殊勤務手当(4) 特殊勤務手当（（（（２８２８２８２８年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在）））） 千円　円　％
 (5) 時間外勤務手当(5) 時間外勤務手当(5) 時間外勤務手当(5) 時間外勤務手当 千円千円千円千円（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。（6) （6) （6) （6) そのそのそのその他他他他のののの手当手当手当手当（（（（２８２８２８２８年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

支給職員１人当たり平均支給年額２７年度決算）

行旅病人及び死亡人取扱手当 作業従事職員
支 給 実 績 （ ２ ７ 年 度 決 算 ） 128,732

て通勤している職員　　限度額　　　55,000円 異なる異なる

住居を借り受け月額が

国の制度（支給率）
作業従事１回につき１，０００円106,0005.53,286

0
左記職員に対する支給単価作業従事１回につき１，０００円

支給対象職員数
作業従事１回につき病人１，０００円、死亡人2,000円

住居手当

月額10,000円
平均支給年額

一般廃棄物の収集、処理業務

通勤距離が片道２ｋｍ以上管理又は監督の地位にあ
　（借家）　最高27,000円

る職員に定額を支給
　年末年始　　　　　8,400円宿日直勤務を命ぜられた（30,000円～80,000円）宿日直手当 職員が勤務した場合支給

通勤手当 で、交通機関を利用し、あ
3,776千円　一般の宿日直　　4,200円

国の制度

管理職手当

　 １１，０００円

動物の死体処理手当 作業従事職員作業従事職員

支給率

内容及び支給単価
３　満16歳から満22歳の子

職員全体に占める手当支給職員の割合（２７年度）手当の名称 主な支給対象職員
支給実績（２７年度決算）紀紀紀紀のののの川市川市川市川市はははは非支給地域非支給地域非支給地域非支給地域ですですですです

伝染病処理手当
支給対象地域支給実績（２７年度決算）

作業従事職員
国の制度と

　　配偶者がいない場合　　 　　　　　　　　　６，５００円
職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ ２ ６ 年 度 決 算 ）

　（そのうち１人については、

清掃業務手当

扶養手当
150,024370

239,485同じ　　　　　　　５，０００円加算
るいは交通用具を使用し

2　配偶者以外の扶養親族
同じ12,000円を超える家賃を支払っている職員

12,103

289,55965,648支給額

異なる内容 （２７年度決算）支給実績

年末年始の支給額

17,084千円
１　配偶者　　１３，０００円

支 給 実 績 （ ２ ６ 年 度 決 算 ）
（２７年度決算）との異同 支給職員１人当たり手　当　名

0

動物の死体処理主な支給対象業務支給職員１人当たり平均支給年額（２７年度決算）手当の種類（手当数） 伝染病感染予防作業等

495,42729,673千円同じ 81,250千円

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ ２ ７ 年 度 決 算 ） 329
行旅病人、死亡人の取り扱い業務 4

79,509千円
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６６６６　　　　特別職特別職特別職特別職のののの報酬等報酬等報酬等報酬等のののの状況状況状況状況（（（（２８２８２８２８年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））円円円円円円月分月分　　 （算定方式） （１期の手当額） （支給時期）円円円
７７７７　　　　職員数職員数職員数職員数のののの状況状況状況状況（1)（1)（1)（1)部門別職員数部門別職員数部門別職員数部門別職員数のののの状況状況状況状況とととと主主主主なななな増減理由増減理由増減理由増減理由 （各年４月１日現在）

（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。

副 市 長
副 市 長 ６７９，０００円×在職月数×２５．８/１００ 8,408,736 任期毎又は退職時

副 市 長

448
対前年増減数

61
129 国体対策課廃止に伴う減

任期毎又は退職時任期毎又は退職時

[ 　731　 ］

61

　　（２7年度支給割合）

平成２８年
８０５，１００円×在職月数×４３．３/１００4.2副 議 長議 員

教 育 長
3.15
679,000市 長 給 料 月 額 等
410,000報酬 460,000370,000611,100

職 員 数128

市 長

区 分
議 員議 長副 議 長

0
6831

市 長教 育 長
給料

4,575,916
主 な 増 減 理 由33

期末手当
議 長

2547

　　（２7年度支給割合）

68

下水道
29 ▲ 210

▲ 1512532113
▲ 10

61 ＜参考＞人口１万人当たりの職員数　　　　65人
人事異動による減

4260
602061

＜参考＞
退職者不補充▲ 1

退職者不補充▲ 1
備　　　　考

6
430

0平成２７年
※退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（市長及び副市長は４年＝４８月、教育長は３年＝３６月）勤めた場合における退職手当の見込額である。

0

６１１，１００円×在職月数×２０．８/１００

▲ 4
　　　　　　　　区　　分　部　　門

10

16,733,198教 育 長

小　計

一般行政部門

[       731       ］

特別行政部門 消　防
60その他合　　計

病院水　道 1025 271121
[       731       ］568小　計　公　営　企会　業計　等部　　 門 33

447
税　務

退職手当

民　生衛　生
議　会
土　木小　計
総　務 6労　働
教　育
農　林商　工

805,100

0▲ 100
退職者不補充退職者不補充観光事業の充実による増0 人事異動による減▲ 22

▲ 21 人口１万人当たりの職員数　　　　　84人0 人事異動による増
5



（2)（2)（2)（2)年齢別職員構成年齢別職員構成年齢別職員構成年齢別職員構成のののの状況状況状況状況（（（（２８２８２８２８年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

　
(3)職員数(3)職員数(3)職員数(3)職員数のののの推移推移推移推移

（注）各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。８８８８　　　　公営企業職員公営企業職員公営企業職員公営企業職員のののの状況状況状況状況　(1)　(1)　(1)　(1)　水道事業水道事業水道事業水道事業① ① ① ① 職員給与費職員給与費職員給与費職員給与費のののの状況状況状況状況ア　決算 職員給与費
（注）１　職員手当には退職手当及び児童手当を含まない。      ２　職員数は、２８年３月３１日現在の人数である。

0 056964 66 -15.6%426
58461561554 610533 523

２４年 ２５年 ２６年 ２７年
40歳 計人以上64

過去５年間の増減数（率）２３年 ２８年
～

▲ 760 -▲ 8260 -14.4%0508 487
▲ 7966 447470 61 61457 ▲ 3

-14.0%597

6,176
％

568
-4.7%63 0 -10.4%▲ 89

（参考）市普通会計112,924給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 千円千円 千円

547

一人当たり給与費
総費用に占める

12,826 　　計　　Ｂ 千円期末・勤勉手当
　質収支 職員給与費比率

6,64328,650人

64
505

　　　　　千円17

20歳20歳 ～52歳27歳 31歳28歳人 36歳～
教　育

2職員数 ～ ～

消　防

区　　分 Ａ  純損益又は実
普通会計計 67636

　　　　　　　　　年　　度部　　門

27年度 71,448 一人当たり千円

人未満
一般行政

計公営企業

人

27年度 給　 料

17

124,760 職員手当千円　千円　

4880

　　　　　　Ａ

24歳 16 3315区　分 ～人23歳 人

総費用1,122,118

8735歳

112,924

89

26年度の総費用に占める職員給与費比率

103 47歳人人

　　　　千円

39歳～32歳

区　　分 職員数 　　　　給与費 　　B/A10.4（参考）Ｂ　 　　　　　　Ｂ／Ａ10.1 ％

55歳人 人人 人 59歳48歳43歳 ～ 56歳～ ～ 5470(単位：　人　・　％）人44歳 51歳 5863 60歳0246810
1214161820 構成比５年前の構成比
%

6



イ　 特記事項② ② ② ② 職員職員職員職員のののの基本給基本給基本給基本給、、、、平均月収額及平均月収額及平均月収額及平均月収額及びびびび平均年齢平均年齢平均年齢平均年齢のののの状況状況状況状況（（（（２８２８２８２８年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））歳 円 円歳 円 円（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含まない。   ③ ③ ③ ③ 職員職員職員職員のののの手当手当手当手当のののの状況状況状況状況ア　期末手当・勤勉手当１人当たり平均支給額（２７年度） １人当たり平均支給額（２７年度）千円　 千円　（２７年度支給割合） （２７年度支給割合）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当 月分  月分  月分  月分（ ）月分 （ ）月分 （ ）月分 （ ）月分（加算措置の状況） （加算措置の状況）職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置（注）　(　  )内は、再任用職員に係る支給割合である。イ　退職手当（２８年４月１日現在）（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分その他の加算措置 その他の加算措置（退職時特別昇給　　　　　　　　　　　　　　　　　　無 （退職時特別昇給　　　　　　　　　　　　　　　　　　無１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円 １人当たり平均支給額　　　　 千円 千円（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、２７年度に退職した職員に支給された平均額である。ウ　地域手当（２８年４月１日現在） 千円   円％ 人 ％％ 人 ％％ 人 ％％ 人 ％％ 人 ％％ 人 ％

平均月収額

34.5825034.58250

47.2

29.14500

337,772

25.55625

水道事業

1.60

平　均　年　齢 360,900
紀の川市（一般行政職）

413,805

49.59000 49.5900049.59000 49.59000－ 定年前早期退職特例　２％～４５％加算
支給職員１人当たり平均支給年額（２７年度決算）

-
支給対象職員数

紀の川市水道事業

1,518定年前早期退職特例　２％～４５％加算 23,096
支給対象地域

紀の川市水道事業41.32500

0.75
25.55625

1.452.61.45
29.14500

役職加算　５～１５％
紀の川市（一般行政職）41.3250020.44500

43.7市一般行政職 基本給

49.5900049.59000
紀紀紀紀のののの川市川市川市川市はははは非支給地域非支給地域非支給地域非支給地域ですですですです

　　　　　　区　　分
1,5702.61,684

一般行政職の制度（支給率）支給率

1.600.75

支給実績（２６年度決算）

20.44500
役職加算　５～１５％

400,297
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エ　特殊勤務手当（２８年４月１日現在） 合併時合併時合併時合併時からからからから廃止廃止廃止廃止していますしていますしていますしています支給実績（２７年度決算） 千円支給職員１人当たり平均支給年額（２６年度決算） 　円職員全体に占める手当支給職員の割合（２６年度） 　％手当の種類（手当数）
オ　時間外勤務手当 千円千円（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。オ　その他の手当（２８年４月１日現在）

3,840千円
324,00058,667548,571

648千円1,056千円

5,504
左記職員に対する支給単価主な支給対象業務

（27年度決算）（27年度決算） 支給職員１人当たり手　当　名 内容及び支給単価 一般行政職の制度との異同
支 給 実 績 （ ２ ７ 年 度 決 算 ）

主な支給対象職員
職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ ２ ７ 年 度 決 算 ）

手当の名称

258,000
一般行政職の制度と異なる内容１　配偶者　　１３，０００円 平均支給年額

３　満16歳から満22歳の子　　　　　　　５，０００円加算
2　配偶者以外の扶養親族 　　　　　　　　　　　６，５００円 2,838千円

458
　（そのうち１人については、

支給実績

同じ（30,000円～80,000円）
で、交通機関を利用し、あるいは交通用具を使用して通勤している職員　　限度額　　　55,000円 同じ通勤手当 通勤距離が片道２ｋｍ以上

管理職手当 管理又は監督の地位にある職員に定額を支給
住居手当 住居を借り受け月額が 同じ
扶養手当 同じ

（借家）　　最高27,000円
　　配偶者がいない場合　　12,000円を超える家賃を支払っている職員　　　　　　　　　 １１，０００円
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